
今
回
、
継
続
し
て
行
わ
れ

る
定
率
減
額
は
、
退
職
金
、

年
金
に
ま
で
多
大
な
影
響
が

及
ぶ
た
め
、
生
活
実
態
や
生

計
費
原
則
を
無
視
し
た
「
年

齢
差
別
」
と
も
い
う
べ
き
賃

金
削
減
で
す
。

今
回
の
引
き
下
げ
を
非
正

規
職
員
に
連
動
さ
せ
な
い
こ

と
を
求
め
た
の
に
対
し
、
非

正
規
職
員
の
給
与
に
つ
い
て

「
今
回
は
か
わ
ら
な
い
」
と

答
弁
し
ま
し
た
。

て
い
る
「
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
方
式(

公
務

員
と
民
間
給
与
を
精
密
に
比
較
）
を

踏
ま
え
て
勧
告
」
し
て
い
る
と
し
て

丸
呑
み
の
姿
勢
に
終
始
し
ま
し
た
。

平
成
18
年
に
行
わ
れ
た
給
与
構

造
改
革
に
伴
う
経
過
措
置
額(

減
給

補
償
額)

は
毎
年
引
き
下
げ
ら
れ
て

き
ま
し
た
。

今
回
、
年
齢
の
高
い
層
が
民
間
よ

り
給
与
が
高
い
と
い
う
こ
と
で
廃
止

が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

と
こ
ろ
が
、
現
在
、
正
規
職
員
１

３
４
５
人
の
う
ち
１
３
６
名
が
減
給

補
償
額
の
対
象
と
な
っ
て
お
り
、
そ

の
う
ち
40
歳
台
は
11
名
い
ま
す
。

更
に
、
40
歳
台
が
「
民
間
よ
り
給

与
が
上
回
っ
て
い
る
か
」
に
つ
い
て

は
、
県
人
事
委
員
会
の
ラ
ス
パ
イ
レ

ス
方
式
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
、
市
と

し
て
は
確
認
し
て
い
な
い
こ
と
が
明

ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

昨
年
、
55
歳
を
越
え
る
行
政
職
６

級
相
当
以
上
の
職
員
給
与
を
当
分
の

間
、
一
律
１
．
５
％
減
額
、
一
時
金

は
０
．
２
月
も
削
減
さ
れ
、
１
９
６

０
年
代
初
頭
の
水
準
に
ま
で
落
ち
込

ん
で
い
ま
す
。

国
の
人
事
院
の
給
与
勧
告
は
△

０
．
２
３
％
△
８
９
９
円
、
千
葉

県
人
事
委
員
会
の
給
与
勧
告
は
△

０
．
２
７
％
△
１
０
９
４
円
の
官

民
較
差
が
あ
る
と
し
て
３
年
連
続

の
大
幅
な
年
収
減
と
な
っ
て
い
ま

す
。
浦
安
市
は
、
県
の
勧
告
と
同

じ
提
案
で
あ
り
、
今
回
の
議
案
に

は
、
職
員
数
減
と
給
与
引
き
下
げ

な
ど
に
よ
る
１
億
５
０
６
０
万
円

の
減
額
が
提
示
さ
れ
ま
し
た
。

浦
安
市
は
過
去
10
年
間
で
、
マ

イ
ナ
ス
改
定
を
６
回
行
い
、
そ
の

総
額
は
７
億
２
８
８
３
万
２
千
円

に
も
上
っ
て
い
ま
す
。

日
本
共
産
党
が
地
域
経
済
へ
の

影
響
を
質
し
た
の
に
対
し
、
市
は

「
影
響
を
加
味
し
て
給
与
を
変
更

し
て
い
る
」
と
し
て
、
地
域
経
済

の
冷
え
込
み
に
つ
い
て
向
き
合
お

う
と
し
ま
せ
ん
。

ま
た
、
民
間
労
働
者
と
公
務
労

働
者
で
は
職
務
の
違
い
が
あ
り
ひ

と
く
く
り
に
で
き
な
い
こ
と
に
つ

い
て
は
、
県
人
事
委
員
会
が
示
し
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12
月
議
会
初
日
の
25
日
、
12
月
１
日
か
ら
実
施
予
定
の
人

事
院
勧
告
に
伴
う
行
政
職
・
教
育
職
給
与
の
大
幅
な
引
き
下
げ

に
つ
い
て
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
は
、
民
間
企
業
の
賃
上
げ
に
も
影
響
を
及
ぼ
す

職
員
給
与
の
引
き
下
げ
に
つ
い
て
反
対
し
ま
し
た
。

入船 4-37-14
☎355-8526
minamotonton@
jcom.home.ne.jp

市
議
会
議
員

元
木
美
奈
子

年度 人事院勧告 改定率
期末勤勉
支給月数

2001年度 マイナス勧告 0.08% 4.70(-0.05)

2002年度 マイナス勧告 -2.03% 4.65(-0.05)

2003年度 マイナス勧告 -1.07% 4.40(-0.25)

2004年度 改定なし ― 4.40

2005年度 マイナス勧告 -0.36% 4.45(0.05)

2006年度 改定なし ― 4.45

2007年度 プラス勧告 0.35% 4.50(0.05)

2008年度 改定なし ― 4.5

2009年度 マイナス勧告 -0.22% 4.15(-0.35)

2010年度 マイナス勧告 -0.19% 3.95(-0.20)

2011年度 マイナス勧告 -0.27% 3.95



震
災
直
後
か
ら
、
職
員
は
不
眠
不
休
で

復
旧
作
業
に
あ
た
り
、
そ
の
仕
事
ぶ
り
に

つ
い
て
、
多
く
の
市
民
か
ら
「
あ
り
が
た

い
」「
よ
く
や
っ
て
く
れ
た
」
と
い
う
声
が

上
が
っ
て
い
ま
す
。

職
員
の
生
活

と
健
康
を
守
り

労
働
が
報
わ
れ

る
よ
う
に
す
る

た
め
に
も
、
浦

安
市
独
自
の
判

断
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

無
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司
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認定第１号 平成２２年度浦安市各会計歳入歳
出決算認定について

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

議案第１号 浦安市一般会計に関する職員の
給与の引き下げについて

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

議案第２号 浦安市国民健康保険に関する職
員の給与の引き下げについて

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第３号 浦安市公共下水道事業に関する
職員の給与の引き下げについて

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第４号 浦安市介護保険に関する職員の
給与の引き下げについて

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第５号 浦安市後期高齢者医療に関する
職員の給与の引き下げについて

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第１１号 浦安市一般職職員の給与の引き
下げに関する条例改正について

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

可決
１８対２

可決
１８対２

可決
１８対２

可決
１８対２

認定
１７対３

可決
１８対２

可決
１７対３

●
：
反
対

議
：
議
長

みんな
の浦安

○
：
賛
成

日本
共産党

公明党 きらり浦安 みらい復興浦安

補職名 年齢 扶養状況
年間給与の
影響額(円)

主任主事 ４２歳 配偶者･子2人 -7,234

副主査 ４５歳 配偶者･子2人 -21,702

係長 ４５歳 配偶者･子2人 -29,290

課長補佐 ５０歳 配偶者･子2人 -31,121

課長 ５５歳 配偶者･子2人 -40,761

次長 ５５歳 配偶者･子2人 -42,613

部長 ５５歳 配偶者･子2人 -46,872

H23年人事院勧告実施後の
浦安市のモデル給与例

月 日 曜日 審議内容 月 日 曜日 審議内容

本会議（会派代表総括質疑）

みせ麻里議員

総務常任委員会

12 6 火 本会議（一般質問） 元木美奈子議員

7 水 本会議（一般質問） 15 木 教育民生常任委員会

本会議（一般質問） 都市経済常任委員会

元木美奈子議員 みせ麻里議員

みせ麻里議員 21 水 本会議（討論・採決）

9 金 本会議（一般質問）

月

１２月 議 会 日 程

12

8 木

12

14 水

16 金

11 24 木

招集日（提案理由の説明、
先議・職員給与の引き下
げについて、H２２年度決
算認定について）


